広島県過疎地域の生活支援モデル事業補助金交付要綱

　（趣旨）

第１条　県は，過疎地域（過疎地域自立促進特別措置法（平成１２年法律第１５号）第２条１項に規定

　する過疎地域及び同法第３３条第２項の規定により過疎地域とみなされる地域をいう。以下同じ。）
　の住民自らによる地域課題の解決に向けた取組を支援するため，住民自治組織が行う過疎地域の日常
　生活機能の確保に資する先導的かつ新たな事業の実施に要する経費に対し，予算の範囲内において，
　過疎地域の生活支援モデル事業補助金（以下「補助金」という。）を交付するものとし，その交
　付については，広島県補助金等交付規則（昭和４８年広島県規則第９１号。以下「規則」という。）
　に規定するもののほか，この要綱によるものとする。
　（補助対象者）

第２条　補助金の交付対象とする者は，過疎地域における住民自治組織とする。なお，この要綱におけ

　る住民自治組織とは，町内会，自治会など，市町内の一定の地域区画に住所を有する者の地縁に基づ

　いて形成された団体であり，かつ，代表者の選任，意思決定，会計処理の方法等について規約等の書

　類が整備されているものをいう。
　（補助金の交付対象事業等）

第３条　補助金の交付の対象となる事業（以下「補助対象事業」という。）は，補助対象者が行う日常
　生活機能の確保に資する先導的かつ新たな事業のうち，別に定める「過疎地域の生活支援モデル事業
　募集要項」に基づく応募がなされ，県が支援対象として選定した事業とする。

２　補助金の交付の対象となる経費は，補助対象事業の実施に直接的に要する経費とする。
３　補助金の補助率は，補助対象経費の５分の４以内とし，補助金交付申請１件当たりの上限額は
　２５０万円とする。
　　ただし，平成２４年度に限り，補助金の補助率は，補助対象経費の１０分の１０以内とし，補助金

　交付申請１件当たりの上限額は３５０万円とする。
　（交付の申請）

第４条　補助金の交付を申請する者は，知事が別に定める日までに，別記様式第１号の補助金交付申請
　書１部を知事に提出しなければならない。

２　知事は，前項の規定による交付申請について，これを審査し，適当と認めたときは，速やかに交付
　決定通知を行うものとする。

　（交付の条件）
第５条　規則第５条第１項の規定により附する条件は，次のとおりとする。

（１）補助対象事業の内容及び経費の変更（軽微な変更を除く。）をしようとするときは，あらかじめ
　　別記様式第２号の事業変更承認申請書１部を知事に提出し，その承認を受けること。

（２）補助事業を中止し，又は廃止しようとするときは，あらかじめ別記様式第３号の事業中止（廃止）
　　承認申請書１部を知事に提出し，その承認を受けること。
（３）災害等により，補助事業が会計年度末までに完了する見込みがなくなったとき，又はその遂行が
　　困難となったときは，速やかに別記様式第４号の事業事故報告書１部を知事に提出し，その指示を
　　受けること。
２　前項第１号の軽微な変更とは，次のいずれかに該当する場合をいう。
（１）補助対象事業において，目的の達成に支障をきたすことなく，かつ，事業の能率低下をもたらさ
　　ない細部について変更を行う場合。

（２）補助対象事業に要する経費全体又は補助金交付決定額について２０パーセント以内の変更を行う
　　場合。
　（申請の取下げ）

第６条　補助事業者は，第４条第２項の交付決定通知を受領した日から１４日以内に，別記様式第５号
　の交付申請取下届出書１部を知事に提出することにより，補助金の交付申請の取下げをすることが
　できる。

　（状況報告）

第７条　補助事業者は，交付決定の日から当該年度の１１月３０日までの事業の実施状況について，別
　記様式第６号の事業実施状況報告書１部を１２月１０日までに知事に提出しなければならない。
２　このほか，知事は，必要に応じて，補助対象事業の実施状況等について，随時に報告を求めること
　ができる。

　（実績報告及び補助金の額の確定）

第８条　補助事業者は，補助事業が完了した日から３０日を経過した日又は補助金の交付決定があった
　日の属する県の会計年度の翌年度の４月８日のいずれか早い日までに，別紙様式第７号の実績報告書
　１部を知事に提出しなければならない。
２　知事は，前項による実績報告について，これを審査し，適当と認めたときは，速やかに交付すべき
　補助金の額を確定し，補助事業者に通知を行うものとする。
３　第１項の実績報告書には，当該報告書に指定する書類のほか，別記様式第８号の概算払清算書を添
　付しなければならない。

　（補助金の支払）
第９条　補助金は，前条の規定により交付すべき補助金の額を確定した後に支払うものとする。ただし，
　知事が必要と認めるときは，補助金の交付決定後に概算払をすることができる。

２　補助事業者は，前項の規定により補助金の支払を受けようとするときは，別紙様式第９号の精算（概
　算）払請求書１部を知事に提出しなければならない。

３　知事は，補助事業者に交付すべき補助金の額を確定したときに，既にその額を超える補助金を交付
　している場合は，当該部分の返還を命じるものとする。この場合，返還期限は当該返還命令のあった
　日から２０日以内とし，期限内に納付がないとき（災害その他社会経済情勢の変化など，補助事業者
　の責に帰すことが困難な事情によるものを除く。）は，未納に係る金額に対して，その未納の期間に
　応じて年利１０.９５パーセントの割合で計算した延滞金を県に納付しなければならない。

　（交付決定の取消し）

第１０条　知事は，第５条第１項第２号による事業の中止又は廃止の申請があったとき及び補助事業者
　において，次に掲げる事項に該当する行為等があったときは，交付決定の全部若しくは一部を取り消
　し又は変更することができる。
（１）法令，本要綱又は知事の処分に違反したとき
（２）補助金を補助対象事業以外の用途に使用したとき
（３）補助対象事業の実施に関し不正，怠慢，その他不適当な行為をしたとき
（４）交付決定後に生じた事情変更等により，補助事業の全部又は一部について実施する必要がなく
　　なったとき
（５）補助事業完了前に，補助金交付の目的が達成できないことが客観的に明らかになったとき

２　知事は，前項の取消しをした場合において，当該取消しに係る部分について既に補助金が交付され
　ているときは，期限を付して補助金の全部又は一部の返還を命じるものとする。この場合，前項第４
　号及び５号（災害その他社会経済情勢の変化など，補助事業者の責に帰すことが困難な事情によるも
　のに限る。）の場合を除き，その命令に係る交付金の受領の日から納付の期間に応じて，年利
　１０．９５パーセントの割合で計算した加算金を県に納付しなければならない。
　（帳簿等の保存期間）

第１１条　補助事業者は，補助金に関する経費の収支を明らかにした帳簿，書類等を備え，補助事業完
　了の日から起算して５年を経過した日の属する会計年度の末日まで保存しておかなければならない。

　（財産の管理及び処分）

第１２条　補助事業者は，補助金により取得し，又は効用の増加した機械，器具，備品その他の財産（以
　下「取得財産等」という。）については，その台帳を設け，補助事業完了後においても，善良な管理
　者の注意をもって管理し，補助金の交付の目的に従って，その効率的運用を図らなければならない。

２　規則第２２条の規定により処分を制限する取得財産等は，１件当たりの取得価格又は効用の増加額

　が５０万円以上のものとし，これを処分しようとするときは，あらかじめ別紙様式第１０号の財産処
　分承認申請書１部を知事に提出し，その承認を受けなければならない。

３　規則第２２条ただし書の規定による財産の処分を制限する期間は，減価償却資産の耐用年数等に関

　する省令（昭和４０年大蔵省令第１５号）に定める期間とし，同省令に定めのない財産については，

　知事が別に定める期間とする。

　（雑則）

第１３条　この交付要綱に定めるもののほか，補助金の交付について必要な事項は知事が別に定める。
　　　附　則

　　この要綱は，平成２４年８月３１日から施行する。




























































